
 

地域福祉推進アンケート結果報告書（概要版） 

会津若松市地域福祉課 

 

１ 調査の目的 

複雑化・複合化する地域生活課題に対する効果的な支援体制を構築するため、支援を行うべき対象

者像やニーズ、それらに対応する福祉サービスをはじめとする社会資源の状況などの実態把握に加え、

地域福祉活動への効果的な支援や「第３期会津若松市地域福祉計画」（令和８年度～令和 12年度）の

円滑な策定に資することを目的として、アンケート調査を実施しました。 

 

２ 調査の方法 

⑴ 調査対象者数 

調査対象者数及び調査方法について、住民基本台帳から抽出された満 18 歳以上の市民 2,000 人を

対象として、郵送によるアンケートを実施しました。 

※ 令和 4 年に成人年齢が 18 歳に引き下げられたことから、対象年齢を前回（令和元年）アンケ

ート時の 20歳以上から、18歳以上としました。 

【内 訳】 

10 歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代以上 

64人 320人 320人 320人 320人 320人 336人 

(2) 調査期間 

令和 5年 7月 14日から 8月 4日までの 3週間（8月 14日到着分まで集計） 

(3) 回答者数 

回答者数は 530名で 26.5%の回答率（前回 31.1%） 

(4) その他 

集計では、回答の比率を小数点第二位で四捨五入しているため、各項目の合計が 100.0%にならな

い場合があります。 

 

３ アンケート調査結果まとめ 

今回の調査結果において、地域福祉計画の認知度は 11.1%であり、高い状況とは言えない状況です。 

当該計画は、福祉分野の上位計画に位置付け、分野横断で地域生活課題の解決を図る共通の理念や

取組を定めたものであります。これらの推進にあたりましては、地域住民や関係機関との連携が必要

不可欠であることから、今後更なる広報・啓発が必要であります。 

地域の変化に目を向けますと、地域福祉計画に規定する「健康づくり」や「地域福祉に関する理解」、

「福祉サービスへの関心」、「福祉に関する相談体制」などの様々な項目おいて、前回計画策定時と比

較して良くなったとの意見をいただき、一定の成果が見られたところです。一方で、「地域活動やボラ

ンティアへの参加」や「地域で人が集まる活動」などでは、以前より悪くなったと感じた方が多い状

況にありました。 

また、「福祉に関する相談体制」については良くなったとの意見もありましたが、課題を抱える方

が、本来相談したい「市」や「専門職」などへつながっていない現状が見られたことから、「断らない

相談窓口」の実施やアウトリーチによる相談支援の強化を図る「重層的支援体制整備事業」への移行



 

を引き続き進めていく必要があります。 

今回のアンケート調査結果を検証し、成果や市民ニーズの満足度が低い取組について、あらためて

課題の整理を行い、今後策定予定の「第３期会津若松市地域福祉計画」へ位置づけるとともに、本市

の福祉施策の向上に取り組んでまいります。 

 

４ アンケート調査結果 

(1) 回答者の状況 

【年齢】 

○アンケート調査の回答者は 60 歳代以上が約半数を占め、年齢が低くなるにつれて、回答者の割

合が低くなる傾向です。 

10 歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代以上 未回答 

1.5％ 8.1％ 11.9% 14.2% 16.4% 23.0% 23.8% 1.1% 

 

【性別】 

○性別については、女性が半数以上を占める状況です。 

男性 女性 未回答 

44.9% 54.4% 0.6% 

 

【居住年数】 

○居住年数については、20年未満の方が 47.0％を占める状況です。 

27.9%
19.1%

14.6%
12.1%
12.3%

6.9%
5.4%

0.4%
1.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

10年未満
10年以上～20年未満
20年以上～30年未満
30年以上～40年未満
40年以上～50年未満
50年以上～60年未満
60年以上～70年未満
70年以上～80年未満

80年以上～

 

 

【継続居住の意向】 

○現在の場所への継続居住の意向については、「住み続けたい」、「どちらかといえば住み続けたい」

を合わせると 79.2%となります。そのうち「住み続けたい」が、前回調査と比較して 2.3 ポイン

ト増加しています。 

57.6%

21.6%

15.1%

5.7%

55.3%

21.5%

17.6%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

住み続けたい

どちらかといえば住み続けたい

どちらともいえない

他の地区に住みたい

 

※ グラフ下段は、前回調査結果（令和元年）。以下同様。 



 

【家族との連絡方法やその頻度】 

○家族との連絡方法やその頻度については、「インターネット」による方は「週に 1 回以上」、「電

話・FAX」による方は「月に 1回以上」の連絡が多くなっています。また「直接会いに行く」方は

「3ヶ月に 1回以内」が約半数を占めています。 

21.5%

28.0%

22.8%

11.4%

8.9%

7.3%

34.5%

43.1%

10.1%

4.9%

0.7%

6.7%

41.5%

32.8%

9.6%

3.1%

13.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

週に1回以上

月に1回以上

3ヶ月に1回以上

1年に2回程度

1年に一回程度

あまり連絡しない

直接会いに行く 電話・FAX インターネット
 

 

【新型コロナウイルス感染症により受けた影響】 

○新型コロナウイルス感染症により受けた影響については、「家族との行き来が少なくなった」が

31.0%、「地域の行事が減少しつながりが弱くなった」が 21.2%となりました。一方で「特に影響

はなかった」との回答も 31.0%あります。 

31.0%
21.2%

9.4%
6.5%

0.8%
31.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

家族と行き来が少なくなった
地域のつながりが弱くなった
近所のつながりが弱くなった
会社のつながりが弱くなった

オンライン化で家族との連絡が増えた
影響はなかった

 

 

  



 

(2) 地域福祉活動の現状と将来 

【地域活動への参加状況】 

○地域活動への参加状況については、全体では 59.6％の方が参加し、前回調査と比較し大きな変化

はありませんでした。若い世代の参加率は、他の世代と比較して低い傾向を示しています。 

59.6%

24.5%

34.9%

60.8%

63.2%

68.9%

74.4%

60.0%

20.8%

55.4%

50.6%

64.6%

74.3%

64.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体

20歳代以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

 

 

【地域活動への参加状況（町内会加入別）】 

○町内会への未加入者は、加入者と比較し、地域活動への参加率が低い状況です。 

59.6%
63.7%

22.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体
加入者

未加入者

 

 

【参加している活動や行事】 

○参加している活動や行事については、「清掃活動等」が 91.3％と最も多い状況です。（複数回答可） 

91.3%

34.7%

17.4%

13.8%

11.9%

8.7%

8.0%

6.4%

6.4%

3.2%

87.2%

40.9%

20.4%

14.7%

19.3%

12.0%

6.5%

12.5%

6.8%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

清掃活動・資源物回収等

お祭り

除雪活動

小中学校行事

地区運動会

こども会行事

防犯・防災・交通安全活動

地区文化祭

老人クラブ活動

その他

 

 

  



 

【地域での役割】 

○地域での役割については、何かしらの役割を持つ方は回答者の 29.7%でした。その半数が「町内

会役員」となっています。前回調査と比較し、増加しているのは「スポーツ少年団の指導者」、「防

犯・交通安全関係団体」、「農業関係団体の役員」ですが、一方で「消防団員」、「こども会・育成

会役員」は減少しています。（複数回答可） 

50.0%

12.2%

10.9%

9.6%

9.0%

6.4%

6.4%

6.4%

5.8%

4.5%

2.6%

1.9%

1.3%

1.3%

0.6%

5.8%

49.8%

18.0%

7.8%

6.3%

9.8%

7.3%

2.4%

4.9%

8.8%

3.4%

2.0%

1.0%

1.0%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

町内会役員

消防団員

農業関係団体の役員

防犯・交通安全関係団体

日本赤十字奉仕団員

民生委員児童委員

スポーツ少年団の指導者

老人会クラブ役員

こども会・育成会役員

認知症サポーター

保健委員や食生活改善推進員

子育て支援関係団体

共生福祉相談員

（新）商業関係団体

保護司

その他

 

 

【地域福祉活動への参加可能範囲】 

○地域福祉活動への参加可能範囲については、約 7割の方が「隣組単位（近所）」や「町内会」の範

囲であれば、地域福祉活動に参加できると回答しています。前回調査と比較し、「町内会」が増加

した一方で、「隣組単位（近所）」は減少しています。 

27.8%

47.3%

11.7%

1.8%

3.6%

1.2%

6.6%

31.8%

42.9%

10.5%

2.0%

4.0%

2.3%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

隣組単位（近所）

町内会

小学校区

中学校区

公民館・市民センターの区域

合併前の区域（旧若松、旧北会津、旧河東）

市内全域

 

 

  



 

【地域福祉活動のリーダー像】 

○地域福祉活動のリーダー像については、「意欲のある人」、「地域福祉の研修を受けた人」という意

見が上位を占めました。前回調査と比較し「意欲のある人」が 4.3ポイント増加しています。 

35.4%

21.4%

11.3%

9.6%

1.5%

2.3%

18.4%

31.1%

25.0%

14.0%

8.2%

0.7%

2.0%

12.3%

0% 10% 20% 30% 40%

意欲のある個人

地域福祉の研修などを受けた住民

町内会の役員

民生委員・児童委員

老人クラブの委員

その他

わからない

 

 

【災害時に備え情報を知らせてもよい範囲】 

○災害時の支え合いを目的とする個人情報の提供をしても良いとの回答は、前回調査と比較し、「近

所の人」、「民生委員・児童委員」、「友人・知人」が大きく減少している一方で、「町内会」が大き

く増加しています。（複数回答可） 

66.5%

57.1%

47.8%

31.6%

32.9%

22.2%

0.6%

82.7%

76.2%

32.5%

48.0%

32.5%

15.7%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

友人・知人

近所の人

町内会

民生委員・児童委員

地域の自主防災組織

社会福祉協議会

その他

 

 

  



 

【地域生活課題への不安】 

○地域生活課題については、「現在もしくは将来的に手助けしてほしいこと」にあてはまるものす

べてを回答してもらったところ、前回調査と同様に「安否確認の声かけ」、「玄関前の除雪」、「話

し相手」、「ちょっとした買い物」、「ごみ出し」、「ちょっとした作業」、「悩みごとの相談」が上位

を占めておりますが、「悩みごとの相談」、「安否確認の声かけ」、「話し相手」の順に大きく減少し

ています。（複数回答可） 

53.8%

50.9%

36.6%

31.1%

30.6%

30.0%

28.1%

22.1%

19.2%

14.5%

14.3%

12.5%

9.8%

9.1%

7.0%

0.9%

59.5%

48.1%

41.6%

33.1%

30.9%

33.4%

34.4%

21.4%

21.2%

16.6%

17.7%

12.7%

10.5%

7.7%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安否確認の声かけ

玄関前や通路確保のための除雪

話し相手

日用品などのちょっとした買い物

ごみ出し

電球交換などのちょっとした作業

悩みごと、心配ごとの相談

庭の手入れ

通院の付き添い(送迎)

家の中の掃除

病気のときの看病

(新)契約や支払いの手続き支援

経済的な支援

短時間の子どもの預かり

保育園・幼稚園の送迎

その他

 

 

  



 

【将来の地域生活課題に対する支援の充足状況（期待値）】 

○将来の地域生活課題に対する支援の充足状況については、将来「手助けできること」と「手助け

してしてほしいこと」を比較したところ、多くの項目において、「手助けできること」が上回って

いました。一方、「病気のときの看病」、「契約や支払いの手続き支援」、「経済的な支援」について

は、「手助けしてほしいこと」が上回っています。（複数回答可） 

167
104

100
85

73
57
54

47
32

7
3
3

▲ 10
▲ 20

▲ 31

▲ 50 0 50 100 150 200

話し相手
玄関前や通路確保のための除雪
安否確認の声かけ
ごみ出し
悩みごと、心配ごとの相談
電球交換などのちょっとした作業
日用品などのちょっとした買い物
短時間の子どもの預かり
保育園・幼稚園の送迎
家の中の掃除
庭の手入れ
通院の付き添い(送迎)
病気のときの看病
(新)契約や支払いの手続き支援
経済的な支援

 

※ グラフの数字は、「手助けできること」－「手助けしてほしいこと」 

 

【地区担当民生委員・児童委員の認知度（年代別）】 

○地区の民生委員・児童委員については、若い世代の認知度が低くなっています。 

全世代 20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上 

30.8% 2.0% 8.2% 20.3% 19.8% 42.7% 57.3% 

 

【民生委員・児童委員の活動で充実してほしいこと】 

○民生委員・児童委員の役割については、「地域住民の見守り」が 30.6%で最も高くなっています。 

前回調査と比較し、「悩みや心配ごとの相談」が増加する一方で、「福祉情報の提供」や「課題解

決に向けた仕組みづくり」が減少しています。 

30.6%

15.9%

12.8%

12.6%

7.2%

20.9%

30.3%

13.0%

11.8%

15.9%

9.4%

19.6%

0% 10% 20% 30% 40%

地域住民の見守り

日常生活の悩みや心配ごとの相談

福祉サービス利用にあたっての調整や支援

福祉に関する情報の提供

地域生活課題解決に向けた仕組みづくり

特にない

 

 

  



 

(3) 地域福祉活動を支え、発展させる社会福祉協議会 

【社会福祉協議会の認知度（年代別）】 

○社会福祉協議会の認知度については、「名前を聞いたことはあるが、活動内容までは知らない」の

消極的認知度を加えると 84.0%となっていますが、前回調査と比較し 3.9 ポイント減少していま

す。 

40.1%

37.3%

50.0%

16.7%

25.4%

39.2%

36.0%

40.9%

47.8%

46.7%

21.4%

45.2%

47.6%

45.9%

50.0%

49.6%

12.1%

16.0%

28.6%

38.1%

27.0%

14.9%

14.0%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（前回）

全体（今回）

20歳代以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

知っている 名前を聞いたことはあるが、活動内容までは知らない まったく知らない
 

 

【社会福祉協議会への期待】 

○「地区社会福祉協議会」への期待については、「福祉の相談窓口」、「要支援者や団体への支援」、

「在宅福祉サービス」が高い状況を示しています。前回調査と比較し「在宅福祉サービス」や「支

え合い活動の支援」が大きく減少している一方で、「特にない」との回答が増加しています。（複

数回答可） 

34.9%

32.1%

31.7%

19.5%

17.7%

12.0%

11.6%

11.1%

11.1%

6.7%

1.1%

15.5%

37.0%

30.2%

39.5%

18.5%

22.8%

10.3%

11.3%

14.8%

10.6%

8.0%

10.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

身近なところの福祉相談窓口

援助を必要とする人や団体への支援

安心して在宅生活できる福祉サービス

子育てに関する支援

住民による身近な支え合いの活動への支援

生活に困っている人へ支援

福祉に関する情報発信

ボランティア活動への支援

福祉教育の推進

権利擁護の支援

その他

特にない

 

 

  



 

【ボランティアやＮＰＯ法人の活動への参加経験（年代別）】 

○ボランティアやＮＰＯ法人の活動への参加経験については、「参加したことがある」方は 21.6%と

前回より 2.1ポイント減少しました。世代別では、「20歳代以下」や「40歳代」では参加経験者

が増えている一方で、「30歳代」や「50歳代」では減少しています。 

21.6%

27.1%

15.9%

24.0%

15.7%

25.6%

20.4%

23.7%

23.1%

34.7%

18.8%

23.2%

24.5%

20.6%

0% 10% 20% 30% 40%

全体

20歳代以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

 

  



 

(4) 地域における地域生活課題と相談体制 

【優先的に解決しなければならない地域生活課題】 

○優先的に解決しなければならない地域生活課題については、「高齢者のみ世帯の安否確認」、「災

害が発生した際の安否確認や避難誘導」、「働きながら子どもを育てることができる環境の整備」、

「自力で除雪が困難な世帯への支援」、「空き家・空き地の適正な管理」が上位を占めました。前

回調査と比較すると、「高齢者のみ世帯の安否確認」、「空き家・空地の適正な管理」、「孤立死の防

止」が増加、「健康づくりへの取組」が減少しています。（３つまで回答可） 

51.8%

29.5%

22.7%

22.5%

22.1%

17.1%

15.4%

10.1%

7.8%

7.2%

6.5%

6.3%

5.5%

5.0%

4.6%

3.2%

2.3%

1.0%

46.5%

30.5%

23.7%

24.8%

17.7%

13.2%

17.6%

10.2%

7.6%

8.7%

6.5%

7.6%

9.5%

4.8%

6.6%

2.1%

2.4%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高齢者のみ世帯の安否確認

災害が発生した際の安否確認や避難誘導

働きながら子育てできる環境の整備

自力での除雪が困難な世帯への支援

空き家・空き地の適正な管理

孤立死の防止

認知症の人や家族への支援

犯罪や非行の防止

生活が苦しい世帯への支援

子どもの教育等を相談できる環境の整備

障がい者に対する地域の理解、交流の促進

高齢者、子ども等への虐待防止

健康づくりへの取組

仕事につけない人への就労支援

障がい者が自立生活するための支援

社会から孤立している人の復帰支援

振り込め詐欺など消費者被害の防止

その他

 

 

【地域で優先的に解決しなければならない課題（類型化）】 

○地域生活課題を類型化すると「社会的弱者の支援」や「災害支援」が高い状況です。前回調査と

比較すると「社会的弱者の支援」や「犯罪防止」が増加しています。 

42.3%

21.6%

14.3%

12.4%

8.9%

0.4%

40.5%

22.9%

12.5%

13.4%

9.9%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社会的弱者の支援(534)

災害支援(273)

犯罪防止(181)

子育て支援(157)

成人支援(113)

その他(5)

 



 

【地域生活課題の相談相手】 

○地域生活課題の相談相手については、回答者の 95.1%が「相談する人がいる」一方で、4.9%が「相

談する人がいない」という回答です。 

相談相手は、半数以上が「家族・親戚」、次いで「友人」となり、身近な関係者が多い状況です。

（複数回答可） 

57.8%

28.7%

11.2%

9.3%

6.0%

4.2%

2.5%

1.5%

0.9%

0.8%

1.3%

54.5%

31.8%

10.6%

8.4%

6.1%

3.5%

1.6%

1.3%

1.3%

0.8%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家族・親族

友人

市役所等行政機関

福祉専門相談機関

近所の人

弁護士、司法書士など法律の専門家

町内会役員

社会福祉協議会

地区社協等の地域専門窓口

民生委員・児童委員

その他

 

 

【相談相手の充足状況】 

○相談相手について、「現在相談している相手」と「本来相談したい相手」を比較すると、「家族・

親族」など身近な人への相談は充足している一方で、「市役所等行政機関」や専門機関について

は、相談したいもののつながっていない割合が高く、十分な充足に至っていない状況です。 

123
67

19
0

▲ 15
▲ 22

▲ 32
▲ 39

▲ 47
▲ 80

▲ 100 ▲ 50 0 50 100 150

家族・親族
友人
近所の人
町内会役員
社会福祉協議会
民生委員・児童委員
福祉専門の窓口
地域の相談専門窓口
弁護士、司法書士など法律の専門家
市役所等行政機関

 

※ グラフの数字は、「現在相談している相手」－「本来相談したい相手」 

  



 

(5) 計画策定後の意識変化と今後の方向性 

【地域福祉計画の認知度】 

○地域福祉計画の認知度については、「知っている」が 11.1%であり、「名前は聞いたことがあるが、

詳しい内容までは知らない」の消極的認知度を加えても 48.8%となります。今後、地域住民や関

係機関と連携して取組を進めるためには、決して高いとは言えない状況です。 

11.1% 37.7% 51.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 名前は聞いたことがあるが、詳しい内容については知らない 全く知らない  

 

【計画策定後の地域変化】 

○「第２期地域福祉計画」策定後の地域の変化については、「かかりつけ医・歯科医・薬局を持つこ

との意識」、「振り込め詐欺など消費者被害の防止」、「健康への関心や健康づくり」、「市政だより、

ホームページからの情報取得」の項目で「良くなった・少し良くなった」の割合が 30%を超えて

おり、高い状況にあります。 

一方で「地域の行事やサロン会など地域の人が集まる活動」、「若者の地域活動やボランティアへ

の参加状況」、「若者以外の地域活動やボランティアへの参加状況」の項目は、「悪くなった・少し

悪くなった」との回答が 20％を超えています。 

20.5%

13.1%

9.2%

9.1%

18.8%

33.3%

10.0%

10.6%

30.7%

17.7%

40.4%

7.6%

9.3%

11.9%

16.7%

34.2%

11.7%

9.9%

75.0%

71.6%

82.1%

78.4%

50.8%

60.9%

75.3%

77.4%

65.6%

77.6%

58.1%

65.5%

67.6%

80.5%

76.7%

60.9%

77.2%

79.7%

4.5%

15.3%

8.7%

12.5%

30.5%

5.8%

14.7%

12.0%

3.6%

4.6%

1.5%

26.9%

23.1%

7.6%

6.6%

5.0%

11.2%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域福祉に対する理解

地域で中心的に活動する人やボランティア数

障がい者への理解と共生できる地域

近所の人やボランティア、NPO との協力

地域の行事やサロン会など人が集まる活動

健康への関心や健康づくり

子育てにやさしい地域

高齢者が安心して暮らせる地域

市政だより、ホームページからの情報取得

福祉サービスへの関心

かかりつけ医・歯科医・薬局を持つことの意識

若者の地域活動やボランティアへの参加

若者以外の地域活動やボランティアへの参加

生活の苦しい人が公的機関に相談しやすい環境

福祉に関する相談体制

振り込め詐欺など消費者被害の防止

災害時に避難が困難な人への協力体制

災害時の近所の人とのたすけあい

良くなった・少し良くなった 変わらない 悪くなった・少し悪くなった
 

 

  



 

【充実を期待する福祉政策】 

○今後充実を望む福祉施策としては、「様々な相談に対応できる体制の整備」が 31.9%と最も高く、

次いで「手当などの給付の増額」、「生活困窮者が自立した生活を継続できるための支援」、「地域

で支え合いの仕組みづくりの取組」が 10％を超えています。 

31.9%
15.4%

14.0%
10.8%

6.8%
5.3%
5.3%

4.0%
4.0%

1.9%
0.6%

0% 10% 20% 30% 40%

様々な相談に対応できる体制の整備
手当などの給付の増額

生活困窮者が自立した生活のための支援
地域での支え合いの仕組みづくりの取組
健康診断など健康を維持するための取組

在宅福祉を支えるための支援
養育困難など課題を抱えた家庭への支援

段差解消などバリアフリーの推進
要介護状態にならないための予防の取組

ボランティアを増やすような支援
権利擁護の確保の取組

 


